　　　　　　　　　　　　　事業用定期借地権設定覚書

第１条　山田太郎（以下「甲」という。）は田中商会株式会社（以下「乙」という。）に対し、借地借家法２４条第１項に基づき、後記土地につき事業用定期借地権を設定することとした。但し、後記土地についての事業用定期借地権は、甲乙間において公正証書により契約書が作成されたときに有効になるものとし、公正証書作成前においては、乙は何らの権利も取得しない。

第２条　乙は後記土地を甲から賃借して、次の事業を営むための建物を建築して使用する。

（１）ドライブイン形式によるレストラン

（２）食料品、薬品、日用品雑貨の小売販売

（３）書籍販売

（４）上記事業の顧客のための駐車場

第３条　乙が後記土地上に建築する建物は、＊＊＊造＊＊＊＊店舗、約＊＊平方メートルとし、あらかじめ設計図を甲に提出する。

第４条　賃貸条件は次のとおりとする。

（１）賃貸期間

甲乙間における事業用定期借地権設定公正証書作成の日から１０年間とし、事由のいかんを問わず、更新しない。

また賃貸期間中に地上建物が滅失し、乙が再築したとしても、上記期間の満了のときに、本契約は終了する。

（２）保証金

金＊＊円とし、利息は付さない。

（３）賃料

月額＊＊円とし、２年ごとに改定する。

第５条　乙は甲に対し、事業用定期借地権設定の申込金として、前条の保証金の額の２０％相当額を預託する。

第６条　乙は書面による甲の事前の承諾なしに次の行為をしてはならない。

（１）後記土地の賃借権の譲渡又は転貸し

（２）後記土地上の建物の賃貸

（３）地上建物の増改築

（４）地上建物の使用目的の変更

第７条　乙は甲に対し、期間満了のとき、地上建物の買収を請求することはできない。

第８条　甲は乙に対し、公正証書にもとづき事業用定期借地権設定契約が成立した後、１ヶ月以内に後記土地を引き渡し、乙に使用させる。

上記のとおり本契約が成立したので本証書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。

平成＊＊年＊＊月＊＊日

　　　　　　　　　　　　　　　　　貸主（甲）東京都＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山田太郎　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　借主（乙）東京都＊＊＊＊＊＊＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田中商会株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　田中五郎　印

（不動産の表示）

所在　　　＊＊区＊＊町＊＊町目

地番　　　＊＊番＊＊

地目　　　宅地

地積　　　公簿上　＊＊、＊＊平方メートル

　　　　　実測　　＊＊、＊＊平方メートル

